
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 平成29年２月14日

【四半期会計期間】 第85期第３四半期（自　平成28年10月１日　至　平成28年12月31日）

【会社名】 カネヨウ株式会社

【英訳名】 KANEYO Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　川島　正博

【本店の所在の場所】 大阪市中央区久太郎町４丁目１番３号

【電話番号】 06-6243-6500

【事務連絡者氏名】 取締役職能担当　　中村　陽介

【最寄りの連絡場所】 大阪市中央区久太郎町４丁目１番３号

【電話番号】 06-6243-6500

【事務連絡者氏名】 取締役職能担当　　中村　陽介

【縦覧に供する場所】 株式会社　東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

カネヨウ株式会社(E00551)

四半期報告書

 1/15



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第84期
第３四半期
累計期間

第85期
第３四半期
累計期間

第84期

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年12月31日

自平成28年４月１日
至平成28年12月31日

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売上高 （千円） 7,469,750 7,142,335 9,604,644

経常利益 （千円） 4,426 132,390 11,258

四半期（当期）純利益 （千円） 2,026 157,765 10,558

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 703,310 703,310 703,310

発行済株式総数 （株） 14,066,208 14,066,208 14,066,208

純資産額 （千円） 1,093,804 1,255,839 1,042,520

総資産額 （千円） 5,702,710 5,941,439 4,981,360

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 0.14 11.24 0.75

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － －

自己資本比率 （％） 19.2 21.1 20.9

 

回次
第84期
第３四半期
会計期間

第85期
第３四半期
会計期間

会計期間
自平成27年10月１日
至平成27年12月31日

自平成28年10月１日
至平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 1.99 9.50

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては、記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に重要な変更はあり

ません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更は

ありませんが、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影

響を及ぼす可能性のある以下の事項が発生しました。

　なお、文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日において当社が判断したものであります。

（上場廃止基準への抵触について）

　当社株式は、平成28年７月における月間平均時価総額および月末時価総額が10億円未満となりました。東京証券取

引所有価証券上場規程第601条第１項第４号a本文では、９ヶ月（事業の現状、今後の展開、事業計画の改善その他東

京証券取引所が必要と認める事項を記載した書面を３ヶ月以内に東京証券取引所に提出しない場合にあっては、３ヶ

月）以内に、毎月の月間平均時価総額および月末時価総額が10億円以上とならないときは、上場廃止になる旨規定さ

れておりますが、上記の書面を平成28年10月21日に東京証券取引所に提出し、平成28年11月において月間平均時価総

額および月末時価総額が10億円以上になり、東京証券取引所の上場廃止基準に該当しないことになりました。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日において当社が判断したものであります。

 

(1）業績の分析

　当第３四半期におけるわが国経済は、緩やかな回復基調で推移しましたが、中国をはじめとするアジア新興国経

済の回復力は弱く、また、米国大統領選の結果などを受けて金融市場の不安定性も高まり、依然として先行き不透

明な状況にあります。

　このような環境下、当社におきましては、収益の拡大を目標に、当社の役割の大きな取引に集中し、売上総利益

率の向上に努力してまいりました。

　この結果、当第３四半期累計期間の売上高は71億42百万円（前年同期比4.4％減）、営業利益は１億53百万円

（同651.1％増）、経常利益は１億32百万円（前年同期は４百万円の経常利益）、四半期純利益は１億57百万円

（前年同期は２百万円の四半期純利益）となりました。

 
セグメントの業績は、次のとおりであります。
①寝装用原料

　当第３四半期累計期間の寝装用原料の売上高は29億74百万円（前年同期比9.2％増）、営業利益は１億70百万

円（同89.5％増）となりました。

　羽毛原料はヨーロッパ産原料を中心に販売が好調で、売上、利益ともに伸長させることができました。

　合繊原料は不織布分野の販売が伸び、利益を確保することができました。

　羊毛原料は差別化した原料に注力することで、利益率は改善しました。

②寝装製品

　当第３四半期累計期間の寝装製品の売上高は10億76百万円（前年同期比15.9％減）、営業利益は52百万円（同

11.1％増）となりました。

　寝装製品は冬物のシーズンに入り羽毛ふとんやムートンの出荷が好調でしたが、利益率の低い取引からの撤退

の影響で売上高は減少となりました。しかし、利益率の高い商品への集中で利益の確保に努め営業利益は伸ばす

ことができました。

③リビング・インテリア用品

　当第３四半期累計期間のリビング・インテリア用品の売上高は12億32百万円（前年同期比1.6％増）、営業利

益は71百万円（同168.1％増）となりました。

　リビング・インテリア用品は紙面通販向けの取引は苦戦しましたが、新たなカーテンの輸入取引やカーペット

メーカーとの新規取組で売上を伸ばすことができました。また在庫の圧縮等コスト管理に注力し利益も伸ばすこ

とができました。

④生地反物等繊維製品

　当第３四半期累計期間の生地反物等繊維製品の売上高は10億96百万円（前年同期比13.4％減）、営業利益は41

百万円（同3.1％減）となりました。

　ニット素材はファッション性の高い素材や機能素材の拡販に努めましたが、需要が低迷し売上を伸ばすことが

できませんでした。

　大手アパレルへの製品販売は市況の低迷により、若干の苦戦を強いられました。
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⑤生活関連用品

　当第３四半期累計期間の生活関連用品の売上高は７億61百万円（前年同期比22.3％減）、営業利益は17百万円

（同22.8％減）となりました。

　農業資材、輸送用の梱包、保冷資材は市況の低迷により、苦戦を強いられました。

　健康食品、生活雑貨は需要の低迷で売上を伸ばすことができませんでした。

⑥その他

　当第３四半期累計期間のその他の売上高は１百万円（前年同期比80.4％減）、営業利益は０百万円（同

120.1％増）となりました。

 
(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期累計期間において、新たに生じた対処すべき課題は以下のとおりです。

　当社株式は、平成28年７月における月間平均時価総額および月末時価総額が10億円未満となり、東京証券取引所

有価証券上場規程に定める上場廃止基準に該当し、上場廃止の猶予期間に入りましたが、平成28年11月における月

間平均時価総額および月末時価総額が10億円以上となり、上場廃止基準に該当しないことになりました。

　当社は、「量より質への転換」「利益率の向上」に注力することにより、企業価値の向上を図り、今後も東
京証券取引所での上場を維持できるよう努めてまいります。

 
(3）研究開発活動
　該当事項はありません。

 
(4）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し
　当第３四半期累計期間において経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 14,066,208 14,066,208
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

1,000株

計 14,066,208 14,066,208 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
－ 14,066,208 － 703,310 － 138,353

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができませんので、直前の基準日である平成28年９月30日の株主名簿により記載しております。

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　 34,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　 13,982,000 13,982 －

単元未満株式 普通株式　　　 50,208 － －

発行済株式総数 14,066,208 － －

総株主の議決権 － 13,982 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式2,000株が含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

カネヨウ株式会社

大阪市中央区久太郎町４

丁目１番３号
34,000 － 34,000 0.24

計 － 34,000 － 34,000 0.24

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】
１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成28年10月１日から平成28

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）の四半期財務諸表につい

て、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集

団の財政状態・経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準 0.1％

売上高基準 1.1％

利益基準 3.4％

利益剰余金基準 2.8％

※　会社間項目の消去後の数値により算出しております。

　なお、利益基準を適用するにあたり、事業年度ごとに損益の額が著しく変動しているため、最近５年間の平均を

用いております。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 891,128 522,124

受取手形及び売掛金 2,335,599 ※３ 3,682,937

商品 765,791 737,980

その他 38,142 102,909

貸倒引当金 △6,541 △17,879

流動資産合計 4,024,120 5,028,073

固定資産   

有形固定資産 608,944 605,114

無形固定資産 4,342 6,089

投資その他の資産 ※２ 343,952 ※２ 302,161

固定資産合計 957,239 913,365

資産合計 4,981,360 5,941,439

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,902,432 ※３ 2,650,685

短期借入金 1,454,198 1,443,048

未払法人税等 2,922 25,698

賞与引当金 7,600 3,600

その他 229,136 273,171

流動負債合計 3,596,289 4,396,203

固定負債   

長期借入金 80,761 36,250

その他 261,789 253,146

固定負債合計 342,550 289,396

負債合計 3,938,839 4,685,599

純資産の部   

株主資本   

資本金 703,310 703,310

資本剰余金 138,353 138,353

利益剰余金 △185,396 △27,630

自己株式 △2,607 △2,634

株主資本合計 653,659 811,398

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 96,007 83,957

繰延ヘッジ損益 △28,891 38,739

土地再評価差額金 321,743 321,743

評価・換算差額等合計 388,860 444,440

純資産合計 1,042,520 1,255,839

負債純資産合計 4,981,360 5,941,439
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高 7,469,750 7,142,335

売上原価 7,062,942 6,626,312

売上総利益 406,808 516,023

販売費及び一般管理費 386,308 362,057

営業利益 20,499 153,965

営業外収益   

受取利息 1,130 858

受取配当金 6,665 7,552

受取賃貸料 15,150 10,350

ゴルフ会員権退会益 3,200 －

その他 17 1

営業外収益合計 26,163 18,763

営業外費用   

支払利息 30,984 31,013

賃貸収入原価 8,909 9,011

その他 2,342 313

営業外費用合計 42,236 40,338

経常利益 4,426 132,390

特別利益   

関係会社株式売却益 － 47,875

特別利益合計 － 47,875

税引前四半期純利益 4,426 180,265

法人税、住民税及び事業税 2,400 22,500

法人税等調整額 － －

法人税等合計 2,400 22,500

四半期純利益 2,026 157,765
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取

得する建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、当第３四半期累計期間において、四半期財務諸表への影響額はありません。

 

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　該当事項はありません。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第

１四半期会計期間から適用しております。

 

（四半期貸借対照表関係）

１．受取手形割引高

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期会計期間
（平成28年12月31日）

受取手形割引高 14,651千円 14,078千円

　なお、受取手形割引高に含まれる輸出貿易信用状取引における銀行間決済未済の銀行手形買取残高は、前

事業年度14,651千円、当第３四半期会計期間14,078千円であります。

 

※２．資産の額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期会計期間
（平成28年12月31日）

投資その他の資産 8,245千円 2,358千円

 

※３．四半期会計期間末日満期手形

　四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当第３四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が第３四

半期会計期間末日残高に含まれております。

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期会計期間
（平成28年12月31日）

受取手形 －千円 101,337千円

支払手形 －千円 106,025千円

 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計

期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
 
 

前第３四半期累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

   

減価償却費
 

　14,936 千円
 

 
　15,406 千円
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント

その他
（注）

合計
 寝装用原料 寝装製品

リビング・
インテリア
用品

生地反物
等繊維製
品

生活関連用
品

計

売上高         

外部顧客へ

の売上高
2,724,450 1,279,643 1,213,341 1,265,785 979,585 7,462,806 6,944 7,469,750

セグメント
間の内部売
上高又は振
替高

49,891 10,930 8,567 27 140 69,556 5 69,561

計 2,774,341 1,290,573 1,221,909 1,265,813 979,725 7,532,363 6,949 7,539,312

セグメント利

益
90,059 46,975 26,517 42,775 22,559 228,887 288 229,175

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、インターネットショッ

プ事業等を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額  

報告セグメント計 228,887  

「その他」の区分の利益 288  

全社費用（注） △208,676  

四半期損益計算書の営業利益 20,499  

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント

その他
（注）

合計
 寝装用原料 寝装製品

リビング・
インテリア
用品

生地反物
等繊維製
品

生活関連用
品

計

売上高         

外部顧客へ

の売上高
2,974,162 1,076,429 1,232,544 1,096,381 761,458 7,140,977 1,358 7,142,335

セグメント
間の内部売
上高又は振
替高

68,821 12,278 5,565 24 256 86,946 15 86,961

計 3,042,984 1,088,708 1,238,109 1,096,405 761,715 7,227,923 1,373 7,229,296

セグメント利

益
170,688 52,190 71,105 41,441 17,405 352,831 634 353,466

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、インターネットショッ

プ事業等を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額  

報告セグメント計 352,831  

「その他」の区分の利益 634  

全社費用（注） △199,500  

四半期損益計算書の営業利益 153,965  

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 0円14銭 11円24銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 2,026 157,765

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 2,026 157,765

普通株式の期中平均株式数（株） 14,031,896 14,031,631

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　当社は、平成29年１月27日開催の臨時株主総会において、資本準備金および利益準備金の額の減少並びに剰余

金の処分について決議いたしました。

（１）資本準備金および利益準備金の額の減少並びに剰余金の処分の目的

　早期復配に向けて繰越利益剰余金の欠損を補填することならびに資本政策の柔軟性および機動性を確保するこ

とを目的としております。

（２）資本準備金および利益準備金の額の減少に関する事項

　会社法第448条第1項の規定に基づき資本準備金全額を減少し、その同額をその他資本剰余金に振り替えるとと

もに、利益準備金全額を減少し、繰越利益剰余金に振り替えます。

①減少する資本準備金および利益準備金の額

　資本準備金　　　　　138,353,389円

　利益準備金　　　　　 93,300,000円

②増加するその他資本剰余金および繰越利益剰余金の額

　その他資本剰余金　　138,353,389円

　繰越利益剰余金　　　 93,300,000円

③効力発生日

　平成29年２月28日

（３）剰余金の処分に関する事項

　会社法第452条の規定に基づき、その他資本剰余金を繰越利益剰余金に振り替えることにより欠損を填補する

ものであります。

①減少する剰余金の額

　その他資本剰余金　　138,353,389円

②増加する剰余金の額

　繰越利益剰余金　 　138,353,389円

③効力発生日

　平成29年２月28日

（４）資本準備金および利益準備金の額の減少および剰余金の処分の日程

①取締役会決議日　　　　　　平成28年11月４日

②基準日設定に係る公告　　　平成28年11月14日

③基準日　　　　　　　　　　平成28年11月30日

④債権者異議申述公告日　　　平成29年１月27日

⑤債権者異議申述最終期日　　平成29年２月27日

⑥臨時株主総会決議日　　　　平成29年１月27日

⑦効力発生日　　　　　　　　平成29年２月28日

（５）その他

　本件は、純資産の部の項目間の振替処理であるため、損益および純資産の額に変動はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月14日

カネヨウ株式会社

取締役会　　御中
 

新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 梅原   隆　　　印

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 上田　　美穂　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているカネヨウ株式

会社の平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの第８５期事業年度の第３四半期会計期間（平成２８年１０月

１日から平成２８年１２月３１日まで）及び第３四半期累計期間（平成２８年４月１日から平成２８年１２月３１日ま

で）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、カネヨウ株式会社の平成２８年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって

終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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